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１．本稿の課題

日本にとってオーストラリアは安定的な乳製品の輸入先として重要な国である。それゆえ日本

はオーストラリアの酪農・乳業についてたびたび大きな関心を寄せ、注目してきた。この 年10

あまりの期間に限っていえば、最初の関心事は、 年 月に飲用向け生乳に対する最低価格2000 7

保証制度が撤廃され、生乳の取引が自由化されたことであろう。乳製品輸出のために行われてき

た価格・流通規制が撤廃されて、酪農生産の市場環境は一変した。飲用向け生乳を供給してきた

地域を中心にして、酪農経営の離農が進む一方で、多頭飼養による酪農経営の規模拡大に拍車が

かかった。

乳業の競争条件も大きく変化した。飲用乳価の低下を牛乳等の需要増に結びつけるために、ま

た輸出補助を失った乳製品の輸出を安定的に確保するために、乳業の産業構造は一挙に流動化し

た。

最近では、次の３つの話題・問題が関心をよんでいる。一つは、低迷していた牛乳・乳製品の

消費が再び増加してきたことである。日本ばかりでなく、欧米諸国の多くでは牛乳・乳製品の消

費低迷が続いており、その消費拡大が酪農・乳業にとって重要な課題になっている。こうした状

況のなかで、オーストラリアでは牛乳・乳製品の消費が年々増え続けている。消費拡大の要因や

業界組織の活動内容などに多くの国々が注目してきたことはいうまでもない。

二つは、 年度に続く、 年度と 年度の 年連続の干ばつがもたらした酪2002/03 2006/07 2007/08 2

農・乳業への影響である。オーストラリアの小麦や乳製品の減産は、国際的な穀物、乳製品の高

騰をもたらす要因のひとつにもなった。数年に一度は大きな自然災害に見舞われることを前提と

してオーストラリアの酪農経営は発展してきたが、国内への安定的な牛乳・乳製品供給や持続的

な乳製品輸出を確保するための対応をいっそう求められるようになったといえよう。日本を含め

て、多くの国々がこれからのオーストラリアの生乳生産力、乳製品輸出力に強い関心をもつよう

になっている。

三つは、オーストラリア以外の国の企業による乳業メーカーの買収である。ニュージーランド

のフォンテラ、フィリピンのサンミゲル、日本のキリンなどが参入し、オーストラリアの乳業の

再編が加速している。こうした動きが中長期的に日本にどのような影響を及ぼすことになるのか

が注視されている。

そこで本稿は、オーストラリアの酪農・乳業の最近の動きを整理するという所与の課題に応え

るために、オーストラリアや日本の最近の関連資料などを用いて、上記の つの論点についてや3

や詳しく検討していくことにしたい。

２．豪州の酪農・乳業の動向 －牛乳・乳製品の消費拡大と乳製品輸出への影響－

（１）酪農生産の動向

オーストラリアの酪農地域は、雨量や気温などの気候条件の制約を受け、大陸の沿岸部分に広

がっている。図１の地図に示されるように、サウス・オーストラリア州の南東地域から、ビクト

リア州、ニューサウスウェールズ州、クイーンズランド州南部にかけて、大分水嶺と呼ばれる山

。 、脈と沿岸の間を中心に酪農地域が帯状に広がっている 西オーストラリア州の南端の小麦地域や

タスマニア島でも酪農生産が盛んである。なかでもビクトリア州で全国の生乳生産量 万ト1,000
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ンほどの３分の２の生乳が生産されており、北隣のニューサウスウェールズ州を含めると４分の

３を占めることになる。

オーストラリアの酪農生産の近年の特徴として、以下の３点を指摘しておこう。

図図図図１１１１ オーストラリアオーストラリアオーストラリアオーストラリアのののの酪農生産地域酪農生産地域酪農生産地域酪農生産地域

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

ア．酪農経営の規模拡大

地域差はあるものの、オーストラリアでは乳牛飼養頭数が ～ 頭というのが酪農経営の200 300

一般的なイメージであろう。ビクトリア州の酪農は放牧を前提とした酪農経営なので、放牧地が

、 （ ）。100 200 150 200～ ヘクタールで 搾乳牛が ～ 頭という家族酪農経営が大部分を占める 註１

図２に示されるように、 年代のはじめの酪農経営の飼養頭数分布をみると、 頭あたりに1990 200

集中している。

しかし、その後の 年ほどの間に、飼養頭数が 頭を上回る大規模酪農経営が増えている15 400

ことがわかる。大規模経営の階層に位置づけられる酪農経営ほど飼養頭数を増やしてきている。

ロータリー式のミルキングパーラー（搾乳施設）を導入し、資本設備投資を積極的に行い、放牧

に加えて濃厚飼料も多給する資本集約的な酪農経営が増えつつある。
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図図図図２２２２ 乳業飼養頭数規模乳業飼養頭数規模乳業飼養頭数規模乳業飼養頭数規模によるによるによるによる酪農経営酪農経営酪農経営酪農経営のののの分布分布分布分布

資料： （ ）ABARE 2008d

イ．生乳生産量の漸減傾向

大規模酪農経営の増加に加えて、乳牛１頭あたりの泌乳量も増えつつあるが、オーストラリア

全体の生乳生産量は傾向的に減少傾向にある。図３に示されるように、生乳生産量は 年1998/99

度に 千万トンを上回るようになった。 年度の 万トンをピークにして、翌年の干1 2001/02 1,127

ばつや酪農制度改革の影響で生産量はほぼ 千万トンで推移した。 年度には 万ト1 2005/06 1,009

ンとなり、干ばつの影響を受けた 年度には 万トンと 年前の水準にまで落ち込ん2006/07 958 10

だ。 年度にも引き続いて干ばつの被害を受け、生産量はさらに減少して 万トンとな2007/08 922

り、生産の回復が期待されている 年度も 万トンほどの伸びにとどまると予測されて2008/09 936

いる（註２ 。のちに詳しく検討するが、干ばつの影響だけでなく、オーストラリア酪農の生産）

力の限界が指摘されるようになったのである。

同じく図３で、 年度以降の酪農家数、搾乳牛頭数の推移をみておこう。飲用向け生乳1985/86

に対する最低価格保証制度が撤廃される 年までは、酪農家数が減少しても乳牛頭数は増加2000

していた。中小規模を中心とした酪農経営の廃業は、酪農経営の規模拡大によってカバーされて

いた。 年の酪農政策改革以降、酪農経営の減少は加速し、乳牛の頭数も減少に転じ、生乳2000

、生産量も少しずつ減少していることがわかる 年度に干ばつの被害を受けた酪農生産は。2002/03

しばらく生産量を維持するほどには回復するものの、 年度からの 年連続の干ばつで酪2006/07 2

農生産は縮小傾向を強めている。

今後、オーストラリアの酪農生産が１千万トンの水準に回復するかが、日本にとってのオース

トラリア酪農の位置づけを左右することになるといえよう。安定的な乳製品輸出国というオース

トラリアに対する評価はこれまでのところ変わっていないが、こうした見通しに再検討を迫る兆

候が現れていることも事実である。この点は後でまたふれることにする。

ここでは生乳生産の縮小は、日本への乳製品の安定的な輸出にとって、一つの制約条件になる
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ことを指摘するにとどめておく。

図図図図３３３３ 生乳生産量生乳生産量生乳生産量生乳生産量とととと経産牛経産牛経産牛経産牛、、、、酪農経営数酪農経営数酪農経営数酪農経営数のののの推移推移推移推移

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

ウ．生乳生産の季節性

オーストラリアの生乳生産量は季節に応じて大きく変化する。ビクトリア州などの乳製品向け

原料乳を生産している地域では、放牧にもとづく酪農経営が一般的であり、牧草の生育が望めな

い冬の生乳生産は大幅に減少するからである。生乳生産は 月をピークとして、５～６月あた10

りをボトムとする季節的な変動を免れることができない。むろん飲用向け原料乳を供給する酪農

経営は、牧草サイレージや濃厚飼料を調達して周年生乳生産を図っている。また購入した濃厚飼

料を多給して生産乳量を伸ばしている大規模酪農経営も多くなっているので、その季節間の乳量

格差は徐々に縮小している。それでも季節的な生産量の変動は大きくなる。

生乳生産規模が縮小すると、 月から 月にかけての秋および冬の生乳生産量水準は、いっそ2 8

。 、 。う押し下げられる可能性がある ～ 年度の生乳生産の季節変動が 図４に示されている2006 08

干ばつの影響で生乳生産が減少した 年、 年の冬は、 ヶ月の生乳生産量が 万キロリッ2007 08 1 60

トルを下回っている。乳業メーカー間の飲用向け生乳の調達競争は激しくなり、取引乳価は急速

に上昇した。当然ながら、乳製品向けの原料乳も減少する。原料乳調達が数ヶ月にわたって極端

に減少してしまうと、乳製品工場の生産効率の大幅な低下は避けられない。乳製品は保存が利く

とはいえ、予め在庫を積み増しして安定供給を図ろうとすれば、在庫保管コストの増大という課

題を乳業メーカーは抱えることになる。伝統的なオーストラリア酪農の優位性は、気候や労働力

などの制約をふまえた低コストで合理的な生産手法である。国際市場での競争に直面している乳

業にとって、乳製品の安定的な供給は低コストでの生乳生産を制約する要因として受けとめられ

ることになろう。
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図図図図４４４４ 月別生乳生産量月別生乳生産量月別生乳生産量月別生乳生産量のののの推移推移推移推移

（２）生乳の用途別処理－牛乳・乳製品生産の動向－

ア．生乳の用途別処理

酪農生産者から乳業メーカーに集められた生乳は、乳業工場で牛乳などの飲用乳と、チーズや

バターなどの乳製品に処理・加工される。

、 、のちにみるように オーストラリアでは人口増や 人あたりの牛乳消費量の増大などによって1

200飲用用途に向けられる生乳が漸増している。図５に示されるように、近年は飲用向け生乳は

万キロリットルを超えるようになっている。生乳生産量が漸減しつつある傾向のもとで干ばつの

被害を受けた 年度、飲用向け生乳の比率は ％へと上昇した。もともとオーストラリ2007/08 24

アでは大半の生乳が乳製品に処理・加工されてきたが、生乳生産量の減少と飲用牛乳などの消費

拡大によって、飲用向け生乳の比率は今後さらに高まる可能性があるといえよう。

、 。 、飲用用途で処理された残りの生乳は 乳製品に加工処理される それは生乳の 分の ほどで4 3

生産された乳製品の多くが海外に輸出されてきた。乳製品品目別構成（ 年度）は、生乳2007/08

換算でチーズがもっともも多く ％を占める。次いでバター・脱脂粉乳向けが ％、全粉乳向36 20

け ％、カゼイン・バター向け ％、その他 ％となっている（註３ 。チーズ、バター、粉乳12 4 4 ）

の多くが輸出に向けられてきたことはいうまでもない。

、 。 、 。ただし 次の 点について留意しておく必要がある 一つは 加工原料乳生産の地域性である2

さきにふれたように、ビクトリア州の生乳生産量は 万トンを超えており、全国の 分の ほ600 3 2

どを占めている。しかも乳製品向け処理比率の高い地域は、ビクトリア、タスマニア、サウス・

オーストラリアの各州で、ビクトリア州では ％以上の生乳が乳製品原料として利用されてい90

る。乳製品として処理される生乳は、ビクトリア、タスマニア両州で全国の ％以上を占めて60

いる。したがって、 から 年度にかけて発生した干ばつのように、自然災害によ2006/07 2007/08

ってビクトリア州の生乳生産量が減少すると、乳製品製造工場の原料乳調達に支障をきたすよう

になり、さらに乳製品輸出にも影響がでることになる。

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（千キロリットル）

　資料：「豪州の牛乳・乳製品の需給動向」畜産の情報2009年3月

　原データはDairy Australia資料

（月）

２００６

２００８

２００７



- 7 -

いま一つは、さきにみた生乳生産の季節性が乳製品製造量にも顕著に表れることである。年間

を通じて安定的に生乳が生産される飲用向け原料乳地域とは異なって、加工原料乳地域では９月

から 月頃にかけて生乳生産が増加し、逆に２月から７月頃までは減少する。生乳生産のピー12

クに応じて乳製品の製造量が変動するので、この端境期ともいえる時期に追加的な乳製品輸入の

オーダーがあっても、簡単にはそれに応じられないことになる。

図図図図５５５５ 生乳生乳生乳生乳のののの用途別処理量用途別処理量用途別処理量用途別処理量のののの推移推移推移推移

単位：千キロリットル

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

イ．牛乳

牛乳生産でもっとも目を引くのは、その増加傾向であろう。詳細な議論はのちに改めて紹介す

るが、牛乳の量的な増大だけではなく、質的な多様性の充実に特徴がある。欧米でもある程度こ

うした傾向を見いだすことができるが、オーストラリアの特異な点として強調してよいだろう。

以下、いくつかの代表的な特徴を列挙しておこう。

① 牛乳の多様性

。 、オーストラリアの牛乳の大半は低温殺菌牛乳である 乳脂肪率による製品カテゴリーでみると

年度の予測値では、牛乳販売量 万キロリットル（以下、 と表記する）の ％が2007/08 221 kl 51

普通牛乳 )で 部分脱脂乳 ) 低脂肪乳 )（ 、 （ 、 （Full Cream Milk / Regular Milk Reduced Milk Low Fat Milk

。 、 （ 、を含めると ％になる さらにこれらのカテゴリーごとに フレーバー牛乳 )83 Flavoured Milk

牛乳（超高温殺菌牛乳／ロングライフ牛乳）や、タンパク質やカルシウム、ビタミンなどUHT

が強化され、健康維持機能がアピールされた商品が加わり、牛乳類のラインアップの幅を広げて

いる。

牛乳容器は一般的にはプラスチックボトルで、量販店で販売されている牛乳の約 ％を占め80

ている。残りは日本で一般的なゲーブルトップの紙容器と 容器となっている。容器の大きUHT

さは２リットル容器が一般的である。量販店で販売される牛乳の ％ほどは２リットル容器と40

なっており、 リットル容器の比率は 年前の ％から ％に落ちている。それとは対照的に1 8 33 20



- 8 -

シェアを伸ばしているのが、３リットルのプラスチック容器である。 年度には ％を占2007/08 36

めるようになっており、量販店が開発したプライベートブランド牛乳（以下、 牛乳という）PB

の徳用容器として急速に普及している。

健康維持に寄与するイメージで捉えられている果汁や豆乳飲料にも、さまざまな栄養素を付加

。 、 、した商品が多く開発されている 牛乳もこれらの健康飲料に対抗するために使いやすさ 楽しさ

栄養、味を意識した多様な商品開発が進められている（註４ 。）

② 牛乳ブランドの浸透性

牛乳販売チャネルでは、量販店が牛乳販売額の半分強のシェアを占めており、そこで販売され

る牛乳の ％（ 年度）は 牛乳となっている。低価格志向の牛乳需要には 牛乳が56 2007/08 PB PB

対応している。

一方で、多種多様な商品を提供する乳業のブランド、つまりメーカーブランドへの消費者の信

頼も厚い。ナショナルフーズ社の 、デアリーファーマーズ社の 、パルマラッPura Dairy Farmers

ト社の は飲用牛乳の代表的なブランドである。乳業メーカー名よりも、乳業メーカーが築Pauls

きあげてきた、あるいは獲得してきたブランドの知名度、信頼性が消費者に浸透している。

乳業メーカーの合併や一部事業の売買といったことが頻繁に行われるようになり、牛乳、ヨー

グルトなどのブランド保有者は流動的に変化している。乳業メーカーの価値は、工場などの有形

資産よりも製品ブランドといった無形資産にあると考えられているといえよう。きわめて多様な

牛乳商品のラインアップは、既存の牛乳ブランドの強化あるいは新たなブランド製品の投入とい

った企業間のブランド競争の結果でもある。のちにみるように、消費者の牛乳イメージを変えた

キャンペーンが、牛乳消費拡大に寄与したといわれるが、牛乳生産における多様な商品開発、ブ

ランド競争がその基盤をなしていたことに留意しておく必要がある。

ウ．乳製品生産の推移

① 粉乳

粉乳製品の輸出比率は ％ほどであり、その大半が輸出されている。したがって全脂粉乳お85

2001/02よび脱脂粉乳の生産は 国際価格変動の影響を強く受ける 粉乳生産量がピークとなった、 。

、 、 。年度までは 脱脂粉乳の生産が横ばいで推移する一方で 全脂粉乳の生産が年々拡大していった

長期的な趨勢としては、バターに対するチーズの相対価格が上昇してきたために、乳製品生産の

構成がバターと脱脂粉乳を中心とするパターンから、チーズと全脂粉乳といったパターンへと変

化してきたのである（註５ 。）

しかし、 年度に脱脂粉乳生産が増え、逆に全脂粉乳の生産は大幅に減少した。表１に2005/06

示されるように、同年の生産量は、脱脂粉乳 万トン、全脂粉乳 万トンとなっている。20.5 15.8

脱脂粉乳とバター（バターオイル）の輸出による利益が相対的に高まったことを反映した変化で

あった。

その後、干ばつによる生乳生産の減少や乳製品国際価格の急騰の影響を受けて、粉乳生産は縮

2007/08 2005/06 16.4小している。 年度の脱脂粉乳生産は 年度の生産実績よりも４万トン少ない

万トンと予測されている。国際的な粉乳あるいはバターの需給変動の影響を受けて、乳製品全体

のなかでの粉乳生産の優先度は次第に落ちてきているといえよう。



- 9 -

表表表表１１１１ 粉乳生産量粉乳生産量粉乳生産量粉乳生産量のののの推移推移推移推移

単位：トン

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

注：全脂粉乳には育児用粉乳が含まれる。

② バター

バターの生産量は表２からみてとれるように、近年ほぼ 万トンの水準を維持している。10

年度は トンと予測されており、干ばつによる生乳生産の減少のもとでも比較的安2007/08 99,202

定的な生産が維持されている。毎年１万トンほどのバターがニュージーランドなどから輸入され

ているが、国内消費が ～ 万トンあり、国内仕向け率は ％あまりとなっている。のちにみ6 7 60

るように、バターおよびバターブレンドの消費は漸増しており、国内の家庭用需要に対応した安

定的なバター生産がもとめられているといえよう。

一方、無水バターは国内の製菓・製パン業者の原料としても消費されているが、大半が輸出向

けである。これまではバター換算で４～６万トンの生産が維持されてきたが、 年度は2007/08

トンへと大幅に減少すると見込まれている。輸出依存が高く、バターとの代替性も高い品28,416

目なので、国際価格の動向や生乳生産量の増減によって生産がかなり増減している。

表表表表２２２２ バターバターバターバター・・・・無水無水無水無水バターバターバターバター生産量生産量生産量生産量のののの推移推移推移推移

単位：千キロリットル

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

注： はバター重量換算、 は無水バター（ ）のことである。CBE AMF Anhydrous Milkfat

③ チーズ

オーストラリアの乳製品生産の重点は、次第にチーズに移ってきた。さきに指摘したように、

年頃からバターに対するチーズの相対価格が上昇し、より付加価値が高いチーズ輸出が選1980

択されてきたからである。今日では生乳の３分の１はチーズの原料として利用されており、チー

2002/03 37ズは乳製品のなかで最も生産量の多い品目である 表３に示されるように 年度以降。 、 、

。 、～ 万トンのチーズ生産が維持されている この２年にわたる干ばつで生乳生産が縮小しても38

チーズ生産への影響は軽微であり、ほぼ 万トンの生産量が確保されている。36

もっともチーズはオーストラリアの代表的な輸出品目であるが、国内消費量も多い。生産量の

半分近くに相当するチーズが国内で販売される。 年度のチーズ輸出量は 万トンであ2007/08 20.3

るが、オーストラリア国内で販売されたチーズは 万トンと見込まれている。国内販売量には18
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ニュージーランドなどからの輸入チーズも含まれるが、チーズ生産にとって国内市場は輸出市場

とともに重要なターゲットとして認識されるようになってきている。

こうした変化は、生産されるチーズの多様化となって現れている。従来のようなチェダーチー

ズ一辺倒ではなく、クリームチーズなどのフレッシュチーズ、パルメザンに代表される粉におろ

して食べるタイプのチーズ、ブリー／カマンベールやブルーチーズなどのソフト系のチーズが増

え、多様なチーズが生産されるようになっている。国内のチーズ需要がこれらのチェダーチーズ

以外のチーズに移ってきたことを反映している。国内のチーズ需要が多様化しつつあることに対

応して、輸出されるチーズの品目も変化して、非チェダー系のチーズが 年 ％から ％2000 45 59

に増加している。チーズ輸出はのちにみるようにオーストラリア酪農・乳業にとって重要な位置

を占めているが、同時に国内市場を強く意識せざるを得なくなってきている。

表表表表３３３３ チーズチーズチーズチーズ生産量生産量生産量生産量のののの推移推移推移推移

単位：千キロリットル

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

（３）牛乳・乳製品の消費

ア．牛乳

日本ばかりでなく、多くの先進諸国で牛乳消費が減退しているなかで、オーストラリアでは牛

乳消費が着実に伸びている。 年代半ばに 人あたり牛乳年間消費量が リットルを上回1990 1 100

2002/03ったものの、その後、傾向的に消費量は下落していった。しかし、表４が示すように、

年度を底として反転し、毎年確実に増加し続けている。 年度の 人あたり牛乳年間消費2007/08 1

量は リットルとなっており、人口増と相まって、飲用牛乳消費量（販売量）は 万 を104.1 200 kl

2002 190 kl 2004/05 202.4 kl上回った 牛乳消費は 年頃まで 万 あまりで停滞していたが 年度に 万。 、

と 万 を超え、 年度 万 、 年度 万 と牛乳消費は年々増えて200 kl 2005/06 206.5 kl 2006/07 216.0 kl

いる。

牛乳のカテゴリー別の消費動向を 表５でみておこう。さきに牛乳の多様な商品開発が消費拡、

大の基盤をなしていると指摘したが、どのカテゴリーの牛乳も 年あたりと比較して消費を2000

伸ばしていることがわかる。普通牛乳は 年度の 万 をボトムにして消費量が増え2003/04 106.7 kl

始め、 年度には 万 になっている。部分脱脂乳やフレーバーミルクの消費の伸び2006/07 111.1 kl

も顕著で、 牛乳も 年あたりから急に増えている（註６ 。UHT 2006 ）

ほぼ全カテゴリーの牛乳消費が拡大している要因として、三つの点が指摘される。一つは、牛
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乳・乳製品に対する消費者の認識が変化していることである。二つは、食事や生活スタイルが多

様化するなかで、その変化に対応した販売チャネルが構築されてきていることである。いま一つ

は、牛乳価格の安定性である。オーストラリアの牛乳・乳製品消費拡大の状況については、横田

徹・井田俊二「豪州の牛乳消費－消費量回復の背景には （ 畜産の情報』 年 月 「拡大」『 ）、2006 11

が続く豪州の牛乳・乳製品の消費 （ 畜産の情報』 年 月）の２つのレポートがある。こ」『 2007 11

れらのレポートをふまえて、上記の点を確認してみよう。

表表表表４４４４ 牛乳牛乳牛乳牛乳・・・・乳製品乳製品乳製品乳製品のののの１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり消費量消費量消費量消費量のののの推移推移推移推移

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

表表表表５５５５ カテゴリーカテゴリーカテゴリーカテゴリー別別別別のののの牛乳販売量牛乳販売量牛乳販売量牛乳販売量のののの推移推移推移推移

単位：千キロリットル

資料： （ ）Dairy Australia 2008a

① 消費拡大キャンペーン

は 年以降、立て続けに消費拡大キャンペーンを企画・実施してきた。Dairy Australia 2001
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Dairy The Food of Life 2001 2 Love Dairy 2004 11 Dairy Good for「 ）、「 」（ ）、「]( 年 月開始 年 月開始

（ 年 月開始）である。これらのキャンペーンでは、自然食品としての本物の価値、Life 2006 8」

おいしさ、人の発育・成長とともにある身近さ、健康をもたらす楽しみといった牛乳・乳製品の

特質や魅力が一貫して強調されている。

、 、牛乳を肥満と結びつけるネガティブな認識を変えるために 客観的な情報を提供するとともに

牛乳という食品のすばらしさを訴えて 「伝統的な古くさい飲み物」から「前向きな飲み物」へ、

、 。 、 、と 牛乳のイメージへの転換を促してきた たとえば 牛乳の栄養素などに対する正しい知識を

子供をもつ母親、学校関係者、保健・医療関係者などに伝え、新しい牛乳・乳製品文化の浸透を

図ろうとしている。牛乳・乳製品に付きまとっていた古いイメージを払拭し、ダイエットや骨粗

しょう症予防に役立ち、楽しい食生活を演出する必要な飲み物であるというイメージを定着させ

ようとしてきたのである。消費者の牛乳・乳製品に対するイメージの刷新は、まさに先にみたよ

うに、牛乳・乳製品全体の消費を押し上げる原動力となっているといえよう。

② 新しい乳文化・消費スタイルへの対応

オーストラリアでも家庭内での食事の機会は減少し、食の外部化が進みつつある。そこで朝食

の重要性、牛乳を利用した食事の提案とともに、多様な食生活に対応した牛乳販路、商品のあり

方が模索されてきた。上記のレポートでは、ガソリンスタンドやホテルなどのフードサービス業

での牛乳販売・提供、カフェなどの外食産業で提供されるコーヒー用の牛乳販売、バーベキュー

などの屋外での食事に適した 牛乳、牛乳にイチゴ味などに変化させるフレーバー・ストロUHT

ーなどの新商品開発の状況が紹介されている。

牛乳やフレーバーミルクなど、牛乳のカテゴリーの中では周辺的な位置にある商品が急UHT

速に消費を伸ばしてきたのは、牛乳を飲む機会を確保してきた乳業や外食産業、観光産業などの

取組によるものだろう。生活の身近なところにあるという感覚のなかで、変化しつつある生活の

新しい飲み物というイメージが牛乳の価値を高め、家庭での牛乳飲用も増やしていったにちがい

ない。

③ 相対的に安定していた牛乳価格

年頃からオーストラリア経済は、第一次産品の輸出需要の高まりなどを背景にして、個2000

人所得の増加、消費者物価の上昇を経験した。また近年は世界各国と同様に、飼料穀物や原油の

高騰のもとで食品価格が上昇した。しかし、これらのいずれの時期においても、牛乳の小売価格

は相対的に安定しており、消費拡大の後押しをしてきたと指摘される。

年度から 年度までの 年間の食料品価格の上昇率は 年率で ％であった1999/2000 2004/05 5 3.7、

が、牛乳のそれは ％にすぎなかった。牛肉は ％、鶏卵も ％以上の値上がりになったの2.9 50 6

とは対照的であった。 年度には乳価の上昇を反映して牛乳・乳製品の小売価格が引き上2007/08

げられたが、食品全般と同様あるいはそれより若干低い上昇率なので、消費への影響は少ないと

みられている（註７ 。 年度以降、メーカーブランド牛乳の小売価格は１リットルあた） 2002/03

り セント（豪ドル）ほど引き上げられているが、 牛乳の小売価格はほぼ横ばいで推移して50 PB

いる。

2007/08むろん穀物飼料や水利用のコストが急騰し、乳業メーカーの生乳購買価格が上昇した

年度は引き上げ幅が大きくなった。 年の 月あたりからメーカーブランド牛乳の価格は軒2007 7
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並み引き上げられていく。 年 月からのメーカーブランド牛乳と 牛乳の価格動向を、図2007 2 PB

６でみておこう。メーカーブランド牛乳の価格引き上げは 年の 月頃まで続き、 リット2008 5 2

ルの普通牛乳の価格は約 セント（豪ドル 、前年比で ％ほど上昇している。ただし、メー75 20）

カーブランド牛乳の価格引き上げはその後も少しずつ進んでいるが、ほぼ一段落していることが

わかる。

一方、 牛乳の価格は 年、 年の秋といった特定の時期に階段状に引き上げられていPB 2007 08

る。契約期間中は同一価格で販売され、契約改定によって価格改定が行われているとみられる。

したがって牛乳生産コストの上昇は、すぐには 牛乳価格引き上げには結びつかない。 牛PB PB

乳容器の大型化などによって牛乳製造・流通コストが引き下げられ、生産コストの価格転嫁が抑

制される。したがってメーカーブランド牛乳よりも価格引き上げは遅れ、引き上げ幅も圧縮され

ることになる。むしろ生乳生産コストが引き下げられていく状況になってから、 牛乳の価格PB

が引き上げられるといったずれが生じうる。

最近公表された のレポートでも、牛乳・乳製品の価格引き上げによる消費量のDairy Australia

変化は、次のように見通されている。短期的にはバターとチーズ価格の上昇による消費への影響

が心配されるものの、食料品価格の上昇に消費者も対応できるようになっているという。牛乳に

、 、関しても 消費者はメーカーブランド牛乳に比べて割安の 商品を購入する傾向を強めておりPB

牛乳消費量への影響は少ないとみている（註８ 。）

牛乳消費拡大がいつまで続くかは見通せないが、牛乳を魅力的な食品として認識している消費

者が増え、そのニーズに対応して牛乳などの商品開発も促されるという連鎖的な好循環がビルト

インされてきた。牛乳消費の拡大や乳業メーカーの牛乳ブランド開発などが、牛乳価格の改定に

どのような影響を及ぼしてきたのかを、別途検討する必要があろう。

図図図図６６６６ 量販店量販店量販店量販店のののの普通牛乳普通牛乳普通牛乳普通牛乳（（（（２２２２リットルリットルリットルリットル））））平均価格平均価格平均価格平均価格のののの推移推移推移推移

－ メーカーブランド牛乳と 牛乳 －PB

資料： （ ）Dairy Australia 2009

イ．乳製品

牛乳の消費拡大を促してきた要因の多くは、乳製品消費の増加にも寄与してきたようだ。今日
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の生活にふさわしい新しい食品といった乳製品のイメージへの転換を図ってきた。前掲表４に示

されるように、チーズ、バターの 人あたり消費量は、 年度と比較して漸増傾向を示し1 2001/02

ている。

チーズの 人あたり消費量は 年代に ほどであったが、その後、ほぼ一貫して消費量1 1980 8kg

が増えている。 年度には小売価格上昇の影響を受けて若干減少することが見込まれてい2007/08

るものの、それほど大幅な減少にはならないと予測されている。

一方、バター／バターブレンドの 人あたり消費量の伸びもかなり大きいことが注目される。1

年度には であったが、 年度には へと ％以上の増加となっている。2001/02 3.4kg 2004/05 4.1kg 10

、 、1985 4kg年頃には現在とほぼ同じ 弱が消費されていたが 近年に至るまでバター消費は低迷し

前後で推移してきた。肥満が社会問題となり、バターを敬遠する消費者が増え、また低価格3kg

でパンに塗りやすいマーガリンへの代替が進んでいったからである。

それが 年あたりから逆転する傾向がみられるようになった。バター消費がふたたび増え2000

始めてきたのである。

前掲横田・井田（ ）は、トランス型脂肪酸による健康問題がバター消費を促していると指2007

摘する 「トランス型脂肪酸は、そもそも植物油脂を原料とするマーガリンなどに多く含まれ、。

、 」、バランスを欠いてこれを多く摂取した場合 一般的に心筋梗塞などのリスクが高まるといわれ

健康問題への関心がとりわけ高いオーストラリアでは、マーガリンからバターに消費を転じる契

機となっているというわけである 「体に悪いとされるものを摂取するよりは、たとえ脂肪分が。

含まれても体にとって安心感のある製品を摂取する方が、結果的に病気の発生リスクが少ないと

考える消費者が増えてきた 」と説明する。乳製品も牛乳と同様、生乳からつくった自然食品で。

あるというイメージが定着してきたことに加えて、バターあるいはマーガリンの 人あたりの消1

費量が多く、脂肪摂取に敏感になっている消費者が増えているという事情が、このようなバター

消費拡大をもたらしているといえよう。

（４）乳製品輸出の推移

ア 「薄い」国際乳製品市場．

農産物の国際市場はよく「薄い市場」であるといわれる。どの国も国内の需要を満たしたうえ

で、余剰部分を輸出するからである。生産量に比して貿易量はごく一部に限られている。

乳製品の国際市場はまさにこうした「薄い市場」である。並木（ ）はとくに国際チーズ市2007

、 。「 、場について 次のように指摘する チーズは他の乳製品に比べて貿易に供される割合が少ない

つまりオセアニアの２ヵ国を除けば、自家消費を目的として生産される乳製品である 。経済。」

発展の著しい東アジア地域で乳製品需要が増加するなかで、チーズ輸出の主要国であるオースト

ラリアが干ばつに見舞われた。 年頃のチーズの国際価格高騰は、国際チーズ市場が「薄い2005

市場」であることが露呈したというのである（註９ 。）

同様に長谷川（ ）も、世界の生乳生産量に占める牛乳・乳製品貿易量の割合（生乳換算）2009

が ％弱に過ぎず、主要穀物のそれが ～ ％、牛肉、家きん肉は約 ％であることと比較6 10 20 10

して、際だって低いことを指摘する（註 。10）

それだけにオーストラリアの乳製品輸出の動向が、乳製品の国際価格を左右することになる。
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そこで以下、オーストラリアの乳製品輸出の近年の状況をみておくことにしよう。

イ．乳製品輸出の推移

乳製品貿易で圧倒的な輸出シェアを占めていた のシェアが、近年ではニュージーランドとEU

30 35 EUほぼ肩を並べるようになり、 ～ ％の間を上下している。図７からみてとれるように、

2002が落としたシェアは オーストラリアとアルゼンチンなどの その他 の国が獲得していった、 「 」 。

年にはオーストラリアのシェアは ％へと上昇した。17

しかしその後、オーストラリアのシェアは下降線を辿り、 年には ％となる。それとは2007 11

対照的にアメリカが年々シェアを伸ばし、 年のシェアは ％となった。2007 8

） 、 、 、 、2009 27 EU21 12年の輸出量シェア(見込み では ニュージーランド ％ ％ アメリカ ％で

オーストラリアのシェアは４番目に落ちて ％と予測されている（註 。乳製品貿易が拡大す8 11）

るなかで、 は輸出量を減らしてシェアを大きく下げている。対照的にアメリカの輸出の伸びEU

は著しく、逆に、オーストラリアは輸出量が減少したままで さらにシェアを下げるとみられて、

いる。オーストラリアの乳製品輸出国としての存在感は弱まっていくようにも思われる。

図図図図７７７７ 主要国主要国主要国主要国のののの乳製品輸出乳製品輸出乳製品輸出乳製品輸出シェアシェアシェアシェアのののの推移推移推移推移（（（（生乳換算量生乳換算量生乳換算量生乳換算量））））

単位：％

資料： （ ）Dairy Australia 2008b

乳製品輸出状況を、品目別にやや詳しく点検してみよう。

① 粉乳

主要国の脱脂粉乳、全粉乳の輸出量の推移を、それぞれ図８、９でみると、脱脂粉乳ではアメ

リカが急速に輸出を増やし、全粉乳では の輸出量が減少するなかで、ニュージーランドの輸EU

出量が安定的に推移している。

2005/06オーストラリアはいずれの品目においても輸出量を減少させている 脱脂粉乳の輸出は。

年度 万トン、 年度 万トンと盛り返したのちに大幅に減少して、 年度に18.1 2006/07 16.5 2008/09

は 万トンほどで推移すると予測されている。12
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図図図図８８８８ 主要国主要国主要国主要国のののの脱脂粉乳脱脂粉乳脱脂粉乳脱脂粉乳のののの輸出量輸出量輸出量輸出量

引用：長谷川（ ）2009

資料： ／ 「 ： （ 年 月他）USDA FAS Dairy World Markets and Trade 2008 12」

注： 年は速報（推計値)、 年は予測値。オーストラリアは前年 月～当年 月、2008 2009 7 6

ニュージーランド( )は前年 月～当年 月NZ 6 6

図図図図９９９９ 主要国主要国主要国主要国のののの全粉乳全粉乳全粉乳全粉乳のののの輸出量輸出量輸出量輸出量

引用、資料、注は図８と同じ

② バター

バター輸出の動向は、対をなして生産される脱脂粉乳と似た変化をみてとることができる。た
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だし、自国での消費量の多寡が影響して、やや異なった様相を呈している。図 に示されるよ10

うに、バター貿易では輸出国の寡占化が進んでおり、国内消費が少ないニュージーランドの輸出

量の多さが際だっている。逆に、 は急速に輸出量を減らしてきている。EU

輸出量で３番目となるオーストラリアのバター輸出は、 年度まで 万トンを上回って2002/03 10

おり、安定的に推移していた。しかし、 年度には 万トンへと減少し、干ばつの影響を2006/07 8

受けた 年度には 万トン強となっている。脱脂粉乳輸出の推移と同様のパターンを描い2007/08 5

ているといってよいが、輸出量の減少率はバターの方が大きくなっている。

図 主要国図 主要国図 主要国図 主要国ののののバターバターバターバターのののの輸出量輸出量輸出量輸出量10

引用、資料、注は図８と同じ

③ チーズ

チーズ貿易もバターと同様に、主要輸出国の数は限られている。図 からは、アメリカの輸11

出の伸びが目立つものの、 、ニュージーランド、オーストラリアの上位 ヵ国の輸出量は比EU 3

較的安定的に推移していることがわかる。

オーストラリアのチーズ輸出もほぼ 万トン強の水準を維持している。干ばつで生乳生産に20

大きな影響が生じても、乳製品のなかでは付加価値の高いチーズ向けに原料乳を確保して、安定

的な輸出を維持してきたからであろう。さきにみたように、チェダーチーズからクリームチーズ

などの非チェダー系のチーズへと少しずつ品目は変化しているものの、チーズ輸出はオーストラ

リアの酪農・乳業を支える、文字どおり屋台骨として重要視されてきたことがわかる。
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図 主要国図 主要国図 主要国図 主要国ののののチーズチーズチーズチーズのののの輸出量輸出量輸出量輸出量11

引用、資料、注は図８と同じ

ウ．乳製品の輸出先

オーストラリアにとって日本は、数量、金額のいずれにおいても最大の乳製品輸出相手国であ

る。輸出量（生乳換算）では輸出全体の ％、輸出額では ％を占めている。２位のシンガポ18 20

ールがそれぞれ ％、 ％というシェアであることからわかるように、日本は抜きんでた貿易11 8

相手国となっている。いうまでもなく、乳製品貿易は輸出国の事情だけでなく、輸入国側の生乳

生産量、乳製品輸入規制・輸入制度、為替レートなどのさまざまな要因が重なり合って、複雑に

変化する。ここではごく大まかな特徴を述べるにとどめる。

① 粉乳

全粉乳は還元牛乳や育児用粉乳などに利用される。生乳生産が不足する国では、全粉乳を水で

溶かした還元原料乳を原料として、多くの牛乳や乳飲料が製造される。育児用粉乳も全粉乳をベ

ースにして乳児が必要とする栄養素などが調整配合されて製造される。したがって全粉乳の輸出

先は東南アジアの国々が多く、アフリカにも毎年 万トンほどが輸出されている。 年度1 2007/08

の上位輸出先（見込み）は、マレーシア、シンガポール、インドネシア、中国（香港）であり、

還元用途などとして利用されていることが推測される。日本への輸出量は近年では トン足ら500

ずであるが、全粉乳の輸出量 ～ 万トンのうち、アジア地域への輸出が 割程度を占めてい11 14 7

る。

脱脂粉乳の輸出先もアジア地域が大宗を占める。還元原料乳の原料としても利用されるが、さ

らにヨーグルトや加工食品の原料などにも用いられる。輸出国の構成は全粉乳の傾向とかなり重

複するが、サウジアラビアなどの中東諸国への輸出が伸びていることが特記される。 年2005/06

度以降の輸出量は、ほぼ 万トンの水準を維持しており、重要な輸出先になっている。2

日本への輸出は、カレントアクセス枠の制約があり、さらにその枠内でバターと脱脂粉乳が需
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給動向に応じて選択されるので、輸出量は ～ トンといった幅で変動しており、やや1,000 4,000

不安定な動きを示している。とくに日本でバター不足が生じた 年度はバターの緊急輸入2007/08

が行われ、一方で脱脂粉乳の輸出量（見込）は トンへと大幅に減少した。610

② バター・バターブレンド

バターの主要輸出先は、韓国、シンガポール、日本、中国となっており、輸出量の半分程度が

アジア諸国への輸出で占められている。原油が高騰した 年度から 年度に、中東2005/06 2006/07

諸国や北アフリカへの輸出が一時的に伸びたあおりを受けて、アジア地域への輸出は相対的に減

少するが、翌 年度にはアジアのシェアはまた高まっている。アジア諸国への輸出量は2007/08

年度を除けば、おおよそ 万トンの水準を維持しており、もっとも安定的な輸出先とな2005/06 2

っている。

日本へのバター輸出は、さきにもふれたようにやや不安定な変動を繰り返している。バター不

足が顕在化した 年度は、緊急輸入の実施によって、輸出量は トンへと急増してい2007/08 4,388

る。

③ チーズ

さきにみたように、チーズ輸出量は約 万トンで安定的に推移しており、そのほぼ半分を日20

本に輸出している。 年度のチーズ総輸出量 万トンのうち、日本向けは 万トンと2007/08 20.3 9.7

なっている。近年ではほぼ 万トンのチーズが継続的に貿易されており、日本とオーストラリ10

アは相互に欠くことのできない取引相手国となっていることがわかる。アジア地域では中国・香

港への輸出が伸びているが、日本のシェアが圧倒的に高いことはいうまでもない。日本にとって

もオーストラリアが安定的にチーズを輸出し続けることができるかどうかが、重要な関心事にな

っている所以である。

他の地域への輸出では、 の比率が大幅に減少している。 年度に 万トンであったEU 2002/03 3.8

チーズ輸出は、最近では 万トン強となっている。一方、中東諸国への輸出が原油高騰期に拡大1

し、その後も高い水準を維持しており、 年度も 万トンとなっている。中国、台湾、2007/08 2.8

シンガポール、サウジアラビアへのチーズ輸出が増えてきているものの、いまのところ日本への

チーズ輸出を脅かすほどの伸びではない。むしろオーストラリアがチーズ輸出の総量を安定的に

確保することができるかどうかが、今後問われることになるといえよう。

（５）小括

以上みてきたように、いまでもオーストラリアは世界の有数の乳製品輸出国であるが、徐々に

生乳生産や国内の牛乳・乳製品消費の変化の影響を受けつつあることがわかる。たび重なる干ば

つによる生乳生産、酪農経営への影響についてはすぐ後に検討することとにするが、それに劣ら

ずオーストラリア国内の牛乳・乳製品消費が質・量ともに着実に変化していることを見逃しては

ならない。

牛乳・乳製品の消費が継続的に伸びており、しかも消費者の生活スタイルや嗜好などに対応し

た新商品開発が進み、この傾向はいましばらく続く可能性がある。生乳の牛乳向け処理が増えれ

ば、乳製品製造量は徐々に減少する。干ばつなどで生乳生産が減少すると、その影響は乳製品加

工向けの原料乳の減少となって表れる可能性が高い。これまではバターや粉乳の生産・輸出を減
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少させてでも、チーズの製造・輸出を安定的に確保しようとしてきた。日本がオーストラリアに

依存しているチーズ輸入の将来展望は、オーストラリアの牛乳・乳製品の国内市場の動向、とく

に牛乳市場の展開と深く結びついている。オーストラリアの牛乳市場の変容については、改めて

ふれることにしよう。

３．干ばつなどによる酪農・乳業への影響

年度の干ばつは、酪農生産の主産地であるビクトリア州などのオーストラリア東部を2006/07

中心に発生した。ビクトリア州では貯水量が大きなマレー川のヒューム( )ダム、ダートマHume

、 、 、ス( )ダム ゴールバン川のエイルドン( )湖の貯水率が 年にそれぞれ ％Dartmouth Eildon 2006 18

％、 ％となり、さらに翌 年には ％、 ％、 ％にまで落ち込んだ（註 。２年に65 22 07 12 13 9 12）

わたって続いた干ばつで、オーストラリア東部の酪農経営は、 年当初から厳しい生産環境2007

におかれたことがわかる。

こうした深刻な干ばつに対して、酪農経営および乳業メーカーはどのような影響を受け、どの

ような対応で苦境を乗り越えようとしたのだろうか。むろんその影響や対応は多様であったが、

その特徴を大まかにみておくことにしよう。

（１）酪農

① 年度の干ばつ2006/07

図 に示されるように、牧草生産量の減少を補うために、干ばつ時には濃厚飼料の利用が一12

段と増える。 年度には酪農経営の平均購入濃厚飼料・穀物等は トンで、 頭あたり2006/07 377 1

購入量も 年度の３倍に相当する トンとなっている。牧草・サイレージを購入した酪1991/92 1.8

農経営の比率も、 年度の ％から 年度の ％に上昇している。その動機は主2004/05 54 2006/07 68

として１頭あたり泌乳量の増加といった通常の酪農経営の方針にもとづいているが、牧草の生産

量および品質の低下を補うためとする理由も増えている（註 。13）

もっとも 年後半からの飼料穀物・濃厚飼料価格の高騰によって、すべての酪農経営がこ2006

のように対応したというわけではない。大麦・小麦などの飼料穀物は 年の 月にはトンあ2006 8

たり 豪ドルであったが、同年末には 豪ドル、 年はじめには 豪ドルへと高騰し200 300 2008 400

た。 年度に濃厚飼料・穀物を使用した酪農経営比率は ％で、 年度の ％より2006/07 89 2004/05 92

若干下がっているように、乳牛の飼養頭数を減らして高価な濃厚飼料の利用を抑えた経営も少な

くなかったことがわかる。

飼料購入によって経営規模を維持すれば生産コストの増大は避けられず、逆に、牧草生産の減

少に合わせて生産規模を縮小すれば粗収入の減少で固定費を賄うことが難しくなる。こうして干

ばつと飼料高騰は、酪農経営に大きなダメージを与えた。 年度の酪農経営の平均現金収2006/07

入額は４万豪ドルを下回り、前年のおよそ半分になった。酪農経営の収益率も 年度に比2004/05

べて２％ほど低下している。飼養頭数規模が大きく、生産性の高い酪農経営階層（上位 ％）25

の収益率も４％を下回り、他の階層の収益率はいずれもマイナスになった（註 。14）
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図 酪農経営図 酪農経営図 酪農経営図 酪農経営におけるにおけるにおけるにおける濃厚飼料濃厚飼料濃厚飼料濃厚飼料・・・・穀物穀物穀物穀物・・・・副産物副産物副産物副産物のののの利用量利用量利用量利用量12

単位：トン／頭

資料： （ ）ABARE 2008b

② 年度の干ばつ2007/08

、 「 」2007/08 年度の干ばつの影響の特徴として 横田徹・井田俊二 干ばつ下での豪州の酪農事情

（ 畜産の情報』 年 月）は、次の 点を指摘する（註 。『 ）2008 2 2 15

一つは、酪農生産へのより深刻な打撃である。年度当初から貯水量が少なく、灌漑用水の取引

価格の上昇や取水制限が早々に行われた。その結果 「乳牛のとう汰継続や全頭を売却し、酪農、

を一時休止する酪農家も増えたことから、酪農生産はかつてない水準へと落ち込んだ 。とくに」

酪農生産の中心地域であるビクトリア州北部の生乳生産は大きく減少し、生乳需給への影響も甚

大であった 「多くの酪農家では、生産コストを少しでも軽減させるため、乳牛の預託、また早。

期の淘汰や売却などを行い、結果的に生産規模の縮小は避けられなかった」という。

二つは、大規模酪農家を中心に生産意欲が上向きはじめたことである。図 は近年の生産者13

乳価の推移を示している。 年度に乳価は前年に比べて約 ％も上昇して、１リットルあ2007/08 50

たり セント（豪ドル）ほどになった(註 。酪農主産地の生乳生産がさらに縮小し、乳業メ50 16）

ーカーは生乳確保のために乳価を頻繁に引き上げていったのである。上記のレポートは、ビクト

2007/08 7 6リア州のタチウラ酪農協の組合員の事例を報告している 同酪農協では 年度度 月～。 （

月）の乳価が 月末までに 回も引き上げられたことを報じ、乳価の上昇を背景にして 「伝統12 3 、

的な放牧酪農のスタイルは維持するものの、飼料購入を拡大させるなど、従来とは異なった生産

拡大への動きが進んでいる」と評している。

こうして干ばつによる生産コスト増嵩分を吸収できるほど乳価が上昇し、酪農経営の現金収入

および事業利益のいずれも大幅に改善されると見通された。 年度の酪農経営の平均現金2006/07

収入額は前年の ％、 万豪ドルへ、事業利益はマイナス４万豪ドルから２万豪ドルへと回228 11.1

復するという予測が示されてきた（註 。乳牛をとう汰せずに、飼料を購入して酪農生産の維16）

持を図ってきた大規模酪農経営の生産意欲は一段と高まっているという。

ただし、濃厚飼料や牧草などの購入量の増加は、さきにふれたように、たんなる干ばつ対策に
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よるものではない。集約放牧をはじめとする放牧酪農が主体となっているオーストラリアの酪農

、 、 。 、生産は 年以降 徐々に濃厚飼料を多く給餌するようになってきている 飼養頭数の増加1990

、 、 。乳牛の泌乳量の増加 生乳の周年生産などのために 酪農生産のあり方も徐々に変化しつつある

生乳生産コストの上昇を招き、収益率が低下する可能性もあるが、購入した濃厚飼料・飼料穀物

、 。や粗飼料を多給して １頭あたり乳量や飼養頭数を増やしていくことが追求されているのである

酪農生産の効率化を図るために、放牧酪農のあり方も変容を遂げつつあるといえよう。

前掲図 からもわかるように、 年度の干ばつから３年経った 年度の濃厚飼料11 2001/02 2004/05

等の購入量は、以前の水準に戻ることなく、傾向的に増加し続けている。今回の干ばつによるダ

メージを克服していく過程で、購入飼料の利用度が底上げされているのかもしれない。

図 生乳生産量及図 生乳生産量及図 生乳生産量及図 生乳生産量及びびびび生産者乳価生産者乳価生産者乳価生産者乳価のののの推移推移推移推移13

引用： 畜産の情報」 年 月、 ページ「 2009 2 27

③ 国際乳製品価格の急落

スポット取引での乳製品輸出価格は、図 が示すように、 年頃から急速に上昇し、同じ14 2007

年の末頃からじりじりと下がり始めた。 年後半に価格は大きく崩れ、 月には 年前の半2008 12 1

分ほどの水準にまで下落した。周知のように、飼料穀物価格も同時期に急落した。

乳価、飼料穀物の急落といった酪農生産環境の変化によって、酪農生産をめぐる論点はさらに

。 、 、複雑になったといえよう 乳価の下落傾向が進むなかで オーストラリアの酪農生産はいつごろ

どの程度の水準まで回復すると見込まれるのか、また生産性の高い集約的な大規模酪農経営への

転換によって放牧酪農はどのように変化するのか、それは避けることのできない干ばつをはじめ

とする自然災害の影響をどの程度回避することができるのか。断続的に発生する干ばつは、オー

ストラリアの酪農生産の体質変化を加速しているといえそうである。酪農経営のリスク管理や生

産性向上の視点から、従来の放牧酪農のあり方がどのように変容しているのかを、今後詳しく検

証していく必要がある。
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図 乳製品図 乳製品図 乳製品図 乳製品スポットスポットスポットスポットのののの輸出価格輸出価格輸出価格輸出価格（ ～（ ～（ ～（ ～ 年年年年））））14 2002 2008

単位：米ドル／トン

資料： （ ）Dairy Australia 2009

注 ： は脱脂粉乳、 は全脂粉乳のことである。SMP WMP

（２）乳業

ア．原料乳調達

さきにみたように、 年度に乳業メーカーは原料乳を確保するために、乳価の引上げを2007/08

頻繁に行なった。原料乳調達の量的な制約および乳価の高騰は、乳業メーカーに次のような課題

をもたらすことになったといえよう。一つは、乳業工場の生産性維持であり、いま一つは、製造

原価増の卸売・小売価格への転嫁である。以下、簡単にみておこう。

① 乳業工場の生産性

原料乳の調達が計画どおりに進まなければ、乳業工場の稼働率は低下し、牛乳・乳製品の製造

コストを押し上げることになる。特に酪農主産地であるビクトリア州には乳業工場が林立してお

り、ひとたび一部の乳業メーカーが取引乳価の引き上げを決定すると、連鎖的に他の乳業メーカ

ーに波及し、価格競争の様相を呈したにちがいない。前掲図 に示されていたように、引き続12

く干ばつによって、さらに生乳生産が縮小する見込みとなった 年度に、乳価の引き上げ2007/08

が相次いだ。

、 、 。加工向け乳価の上昇は 乳価体系の底上げをもたらし 飲用牛乳向けの原料乳価を引き上げる

原料乳価の引き上げと乳業工場の操業状態の悪化で、牛乳・乳製品の製造原価は上昇し、乳業全

体の収益を圧迫することになった。オーストラリアの代表的な飲用牛乳メーカーの牛乳事業部門

の収益は大きく低下した。

さらに原料乳調達の限界によって、乳業の投資も計画どおりに進まなくなる一方で、牛乳・乳

製品の安定供給、乳業の安定的な収益確保のためのニーズも高まっている。すぐあとで代表的な

事例をみていくことにするが、乳業メーカーの買収、統合などによって乳業処理施設や製品ブラ

ンドの合理的な活用を図ろうとする動きが顕在化しつつある。将来にわたって安定的な生乳調達

を可能にするような乳業事業者の登場がもとめられているといえよう（註 。18）

② 高騰した原料乳価格の転嫁

国際的な乳製品の高騰、国内の生乳生産コストの上昇は、どのように製品価格に反映されたの
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であろうか。

乳製品価格は国際的な需給変動にもとづいて変化し、加工向けの原料乳価はそれに追随する。

未曾有の乳製品価格高騰のもとで、ビクトリア州の乳固形分 あたりの乳価は、 年度1kg 2007/08

に７豪ドルに近づき、 年間に約２豪ドルも上昇した。その後、 年後半に急落した国際乳製1 2008

品価格の影響を受けて、再び乳価は下落しているが、以前のような４豪ドル半ばの水準まで下が

ることはないという。年度当初に６豪ドル弱に下がった乳価は、年度末には 豪ドルの水準にな5

ると予測されている(註 )。19

、 。原料乳価の上昇は 国内市場で販売される牛乳にどのように価格転嫁されていったのだろうか

すでにふれたように（前掲図 参照 、量販店の牛乳小売価格をみると、メーカーブランド牛乳6 ）

の価格はいち早く上昇しているが、量販店の 牛乳価格はかなりのタイムラグをともなって値PB

上げされ、さらにその値上げ幅も圧縮されている。しかも図 に示されるように、牛乳・乳製15

品全体の ％は 商品によって占められており、 ％以上の普通牛乳がプライベートブラン56 PB 75

ドになっている。生乳調達価格の上昇は、ヨーグルトやチーズなどでは比較的容易に転嫁されて

いると推測されるが、 商品の比率が高い普通牛乳では、量販店への卸売価格への転嫁はあまPB

り進んでいないといえよう。

乳業メーカーは量販店以外の食料品店への販路開拓やメーカーブランド力の強化などを押し進

め、量販店への販売依存度を引き下げ、対抗力をつけようとする。それだけに乳業メーカーは物

流ネットワーク構築や顧客関係力を重視した広告宣伝、商品開発といった投資を拡充する必要に

迫られているのである。

図 量販店図 量販店図 量販店図 量販店におけるにおけるにおけるにおける牛乳牛乳牛乳牛乳・・・・乳製品乳製品乳製品乳製品のののの ／／／／ 構成比率構成比率構成比率構成比率（（（（ 年年年年））））15 NB PB 2008

資料： （ ）Dairy Australia 2008b

４．牛乳市場をめぐる乳業の再編

（１）乳業の産業構造

、 、 、 。オーストラリアの乳業の企業タイプは ①協同組合系 ②商系 ③多国籍の企業に分けられる

年代初頭から企業集中が進展したものの、これらの企業タイプ別の生乳取扱量割合は、協1980
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同組合系乳業 ％、商系乳業 ％、多国籍乳業 ％といった状況で安定していた。なかでも70 20 10

マレーゴールバン、ボンラック、デアリーファーマーズといった３協同組合系乳業で集乳量の約

％を占めていた（註 。60 20）

年の酪農政策改革を契機にして、乳業メーカーの買収、合併などが加速した。 年2000 2007/08

度においても、協同組合系乳業が最大のシェアを維持しているが、集乳量シェアは ％にまで49

低下している。マレーゴールバンのシェアが ％あまりと抜きん出ており、中小規模の協同組35

合系企業が数多く残っている。

商系乳業は多様な製品や市場をカバーした事業を展開している。大衆的なチーズメーカーから

農場チーズなどの特別なタイプのチーズを生産するメーカーまで、特定の市場・製品に特化した

乳業となっている。

もっとも大きな変化がみられるのが多国籍乳業である。クラフト、ネスレ、ユニリーバなどの

多国籍企業がオーストラリアで乳業に携わっている。主要な企業としてあげられるのは、フォン

テラ・オーストラリア、キリンホールディングス株式会社（以下、キリン という 、パルマHD ）

。 ）。ラットの３社である これらの３社の集乳量を合わせると ％ほどになると推測される(註40 21

この 年ほどの間に、オーストラリア以外の国の企業がオーストラリアの乳業に本格的に参入10

して協同組合系乳業や商系乳業を買収し、オーストラリアの主要な乳業メーカーとして位置づけ

られるようになったのである。

外国企業の資本が投じられて、生乳の調達、処理・加工、牛乳・乳製品の流通・販売などの事

業の合理化、規模拡大による経済性が追求されてきたことはいうまでもない。商品イメージや知

名度を支えるブランドの強化・再編、新たな商品開発やマーケティング手法の導入、他の事業と

のシナジー効果(相乗効果）の展開などにも大きな期待が寄せられてきた。国内の狭小な市場の

枠に縛られがちで、また協同組合の制度や組織上の制約によって充分な投資ができなかった協同

組合系乳業は、事業の合理化、変革が遅れていた。乳業としての体質を変えていくためには、多

国籍企業が培ってきた海外市場とのアクセス、リスク管理などのノウハウが必要であったのだろ

う。

むろん、乳業メーカー相互の買収は、これまでにも数多く提案されてきた。実現には至らなか

ったものも多かったが、それらのいくつかが合意され、現在のような乳業構造がつくられてきた

といえよう。

たとえば、 年にはマレーゴールバンがボンラック(現在のフォンテラ・オーストラリア）2001

に買収を申し出たが、買収の条件や企業戦略の方向性の相違などで合意には至らなかった。その

後、ナショナルデアリーズのチーズ事業を買収し、チーズブランドの充実を図っている。一方、

ナショナルデアリーズはユナイテッド・ミルクや西オーストラリア州のマスターズを買収して飲

用牛乳部門を拡大した。

デアリーファーマーズは、 年にパルマラット傘下のポールズから、翌 年にはナショ1999 2000

ナルフーズから合併買収提案を受けたが、いずれも拒否している。パルマラットは 年にナ1998

ショナルフーズとの競争入札に勝ってポールズを買収したが、 年のナショナルフーズとの2000

合併協議は実現しなかった。フォンテラは 年にネスレ社の大規模乳業工場であるデニント2005

ン工場を買収し、また株式の ％を保有していたボンラック社を完全子会社化した。50
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、 （ ）。このようにオーストラリアの乳業は毎年 数多くの買収や事業売買を繰り返してきた 註 22

、 、乳業メーカーの資産である牛乳・乳製品のブランドを取得し 一挙に事業の拡大を図るためには

企業や事業部門の買収が最も有効な手法であったからである。

こうして海外の企業がオーストラリアの主要な乳業メーカーを買収し、乳ビジネスを展開して

きた。そしてオーストラリアの乳業はアジア・オセアニア地域の乳ビジネスの拠点として位置づ

けられるようになった。キリン のオーストラリアの牛乳事業への本格的参入は、まさにこうHD

したグローバルな事業展開として理解される。

（２）キリン の牛乳海外事業展開とアジア市場HD

キリン は日本のビール製造企業などを中心とする企業グループである。 年 月、同HD 2006 5

社は売上高と営業利益の海外事業費比率を、 年までにそれぞれ ％にするという長期経営2015 30

構想「 」を示した。これまで安定的な利益を上げてきたビール事業は、消費者のアルコKV2015

ール離れが指摘されるなかで縮小していくことが見込まれ、新たな成長市場が模索されていた。

それはまた企業の将来ビジョンや挑戦的な到達目標を社員が共有して、企業の革新性を醸成する

ためでもあったという。国内の資源を海外に大胆に再配分して、大型の投資を行い、国内市場規

模の限界を海外市場の広がりで克服し、企業グループの思考ベクトルを外向きに転じようとして

いるのである（註 。23）

なかでも東アジア・オセアニア地域で飲料と酒類を融合し、スケールメリットを活かした総合

飲料事業としての成長がめざされている。オーストラリアの乳業メーカーの買収は、こうしたキ

リン の事業展開のグランドデザインのなかに位置づけられることになった。アジアにおけるHD

健康・機能性飲料などへの需要が、食生活の向上・変容のもとで今後ますます拡大していくと判

断したからである。ホールディングカンパニー傘下の企業が、飲料・酒類・医薬などの事業で蓄

積してきたノウハウを活用して 「おいしさ」や「健康機能」をもつ新しい乳飲料を開発し、ア、

ジアの「食」のトレンドに対応しようとしているのである。

キリン のオーストラリア乳業への参入は個別企業の事業戦略ではありながら、オーストラHD

リアの牛乳・乳製品市場の動向を左右し、日本の乳製品輸入にも間接的に影響を与えることにな

ろう。またさらに将来の日本の酪農・乳業のあり方を再検討する契機にもなると考えられる。以

下、キリン のオーストラリアでの乳業参入とその展望について、要点をまとめておくことにHD

しよう。

ア．オーストラリアの乳業への参入の背景

キリン の 年の売上高(酒税抜き)の目標は 兆円である。長期経営構想では海外事HD 2015 2.5

業の売上高を 億円あまりに拡大し、売上高に占める比率を ％に引き上げるという数字7,000 30

が掲げられている。 年の売上高は約 兆円、そのうち海外事業の売上高は ％である。2006 1.2 19

今後、 年までに総売上高を２倍、海外事業売上高を３倍に拡大するという飛躍的な成長路線15

を描いていることになる。

こうした目標を実現するためのシナリオの一つが、国際化の推進になる。具体的には、オセア

ニア・東アジア経済圏での事業拡大という筋道を立て その拠点として オーストラリア の 乳、 「 」 「
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業」が位置づけられたのである。アジアに隣接しているという地理的な条件も重要であるが、さ

らに①オーストラリアの食品市場での事業経験、②牛乳・乳製品の国内消費の拡大、③乳原料を

活用した飲料の可能性、④乳業メーカーの事業規模の相対的な弱小性、という要因が考慮された

と考えられる。

① 食品市場での事業経験

キリン はすでにフィリピンやオーストラリアの酒類企業への資本参加によって、オーストHD

ラリアの酒類市場への足がかりをもっていた。オーストラリア国内の物流ネットワークや食品小

売業者との接点があり、オーストラリアはまったく新規の市場というわけではなかった。新たに

乳業に参入するものの、市場情報の収集、ロジスティックスの整備、小売業者とのコミュニケー

ションなどの蓄積によって、乳業メーカーの事業展開の方向性に独自の構想を描くことができた

にちがいない。当然のことではあるが、事業の国際化は一朝一夕では進まないということでもあ

る。

② 牛乳・乳製品の国内消費の拡大

オーストラリアは牛乳・乳製品の消費が伸びているまれな先進国である。そもそも絶対数が限

られているとはいえ、人口、消費者の数が社会増を中心に年々増えている。しかも 人あたりの1

牛乳・乳製品消費量も継続的に増加している。牛乳・乳製品の消費がいつまでも伸び続けるわけ

ではないとしても、増え続けている需要に支えられて新規参入の事業リスクは軽減されるにちが

いない。また消費市場の拡大は、酪農生産者が保有する協同組合系乳業の株式評価を押し上げる

ことにもなり、企業買収に応じやすい環境を整えることにもなったといえよう。

③ 乳原料を活用した新しい飲料の可能性

牛乳・乳製品は古くから親しまれてきた食品であるが、一方で、乳を基礎原料とするさまざま

な製品開発も進んでいる。発酵やバイオ技術、医薬事業のノウハウなどを駆使して、乳に含まれ

るアミノ酸や酵素などを活用した新しい食品の開発にも期待がかけられている。すでにみたよう

に、オーストラリアでの牛乳・乳製品消費の拡大も、長い歴史にわたって食べ続けられてきた自

然のままの食品の健康維持機能、おいしさ、栄養バランスのよさなどが再認識された結果である

といわれる。健康維持やアレルギーフリーなどへの関心が高いオーストラリアは、新しいコンセ

プトや機能を重視して開発された乳飲料、変容する生活スタイルに対応した新しい牛乳・乳飲料

などの楽しみ方に敏感な市場であるといえよう。オーストラリアの国内市場での評価は、アジア

での本格的な市場開拓のワンステップとして位置づけられるにちがいない。

④ 乳業メーカーの事業規模

業務用乳製品を製造、輸出する乳業には協同組合系乳業が多い。これらの乳業メーカーは協同

組合という組織運営上の制約もあって、乳業事業の統廃合があまり進まなかった。また国内市場

をターゲットとしてバラエティのある牛乳・乳製品の商品を提供してきた市乳メーカーは、事業

の買収などを通じて寡占化しつつあるものの、消費市場の大きさに規定されて事業規模の拡大に

は制約があった。こうしてオーストラリアの乳業の事業規模は、欧米や隣国ニュージーランドの

フォンテラと比べればかなり小さい。

オーストラリアの乳業メーカーは外国企業にとって、買収しやすい対象として認識されたとい

えよう。買収金額が相対的に抑えられ、乳業事業の拡大・再編による収益性改善などのメリット
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も見通しやすくなるからである。しかも 年の酪農乳業政策改革によって、乳業への事業規2000

制は大幅に緩和された。オーストラリアの乳業は、国内外から投資対象として注目され、産業構

造は急速に流動化することになった（註 。24）

このような状況を背景にして、キリン は 年にオーストラリア最大の牛乳・飲料メーHD 2007

National Foods NF 2008カーであるナショナルフーズ 社 以下 という を完全子会社とし 翌（ ） （ 、 ） 、

年にはナショナルフーズによるデアリーファーマーズ（ )(以下、 という）の買Dairy Farmers DF

収を行った。失敗に終わったが、同年にはコカ・コーラ・アマティルの買収を提案した。繰り返

しになるが、これら一連の企業買収はオーストラリアでの総合飲料グループとしての事業展開を

図る投資戦略にもとづいていた。

、 、そこで以下では 総合飲料事業への手がかりとして位置づけられた乳業への参入を辿りながら

その青写真の輪郭をみておくことにしよう。現地での詳細な聞き取り調査などによるものではな

く、 や のホームページなどから得られる情報に多くを負っているという限界はあるが、NF DF

オーストラリアの乳業メーカーが蓄積してきたブランド力とキリン の飲料をはじめとする事HD

業とのシナジー効果（相乗効果）の可能性をかいま見ることはできるだろう。最後に、日本に与

える短期的、中長期的なインパクトについてもふれておきたい。

ただし次の点について、予め注意を喚起しておきたい。一つは、上記の乳業への本格的な参入

へと動き出したのは一昨年のことであり、この取組を具体的に検証、評価するにはまだ時期が早

すぎるということである。乳業メーカー買収とともに発生した干ばつ、国際的な飼料価格の高騰

そして下落など、国際市場の環境もめまぐるしく変化している。乳業への参入の成果も流動的で

あるといえよう。これからの事業の展開を注視していく必要があろう。二つは、日本の乳業に対

する中長期的なインパクトに関する議論は、さらにさまざまな要因が絡む事象であり、一つの論

点として指摘しているにすぎない。それでもオーストラリアの乳業へ参入したのが、日本の大手

乳業メーカーではなく、非乳業の飲料メーカーであったことの意味やインパクトを無視すること

はできないだろう。

イ．ナショナルフーズ社の子会社化

はオーストラリアで牛乳、ヨーグルト、果汁飲料、スペシャリティ・チーズではトップのNF

市場シェアをもつ市乳メーカーである。牛乳および ％果汁ではそれぞれ ％、 ％ほどの100 40 30

圧倒的なシェアを獲得している。とくに牛乳の「ピューラミルク（ ) 、ヨーグルトのPura Milk 」

「ヨープレイト 、果汁の「ベリー（ )」というブランドに対する消費者の評価は高く、オ」 Berri

ーストラリアのナショナルブランド牛乳・乳製品の代表的な存在である。

年、フィリピンのサンミゲル社が の全株式を取得し、続いて果汁飲料のベリー社と2005 NF

スペシャリティ・チーズのラクトス（ ）社を買収した結果、同社は、上述のように牛乳・Lactos

乳飲料、ヨーグルト・デザート、果汁飲料、チーズ・グルメーフーズの各部門で業界 位のシェ1

アをもつ乳業メーカーとなっていた。

しかし、まもなくサンミゲル社が を手放す判断をして、自社の ％の株式を保有する大NF 20

HD HD 28 2,000株主であるキリン に譲ることになった。キリン は約 億豪ドル（有利子負債約

億円を含む約 億円）で全株式を取得し、連結子会社化した。これまでのキリンの歴史のな2,940
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かで最大規模の買収である。オーストラリアの乳業への参入が 「食と健康」の市場での事業拡、

大を実現するための重要な海外戦略として位置づけられていることがわかる。

こうして を子会社化することで、キリン はオーストラリア最大の市乳メーカーとなっNF HD

た。グループ企業には小岩井乳業が入っており、乳原料や牛乳・乳製品市場との関わりがなかっ

たわけではないが、 を子会社化することで本格的に乳業メーカーの運営に関与することになNF

った。

牛乳の販売市場は基本的にオーストラリア国内である。周年供給を条件とする飲用向け原料乳

NFの乳価は割高であるうえに 牛乳は輸送コストが嵩み 輸送上の品質管理も難しいからである、 、 。

の乳製品も同様に、主としてオーストラリア国内市場で販売されている。カマンベールチーズな

どの直接消費向けのスペシャリティ・チーズを主力商品としており、チェダーチーズやゴーダチ

ーズのような輸出向けの業務用チーズ主体の企業ではない。

アジア市場での事業拡大も、原料乳製品の輸出ではなく、消費者向けの製品が念頭におかれて

いる。東南アジアですでに牛乳・乳製品、果汁の高級ブランドとして認知されている のブラNF

2007ンドを梃子にして 新しい牛乳・乳製品の輸出あるいは現地生産が想定されているのである、 。

年の輸出量は牛乳 万 、ヨーグルト、アイスクリームなどの乳製品 万 、チーズ 千ト2.2 kl 1.7 kl 7

ンで、主要輸出先は牛乳・ヨーグルトなどが香港、シンガポール、フィリピン、チーズが日本、

英国、米国、台湾である（註 。それでもニュージーランドと東南アジア諸国を中心とした海25）

外事業の利益への貢献率は ％（ 年）にとどまっている。 の収益向上を図るためには、5 2007 NF

海外市場を含めてブランド商品の成長、新商品開発、ラインアップの拡充が必要とされ、それは

翌年の 買収へとつながっていく。DF

ウ．デアリーファーマーズの買収

年の による 買収は、 年末からの原料乳をはじめとする原材料高騰で、 の営2008 NF DF 07 NF

業収益が赤字に転落するなかで行われた。逆にいえば、 の牛乳・乳製品事業を取り込んで、DF

２つの乳業メーカーをあわせた事業規模の経済性、また両者とキリン の事業の相乗効果を追HD

求することが、アジア・オセアニア地域の総合飲料メーカーへの成長に欠かせないと判断された

といえよう。

は約 戸の酪農家で構成される協同組合 が経営していDF 2,000 Dairy Farmers Milk Co-operative

る乳業メーカーで、正式名称は （ )である。同じくデアリーフAustralian Co-operatives Foods ACF

ァーマーズのブランドで知られる牛乳の市場シェアは ％ほどで、オーストラリアでは 番目25 2

の市乳メーカーである。またヨーグルトの「スキー（ )」ブランドも ％弱の市場シェアをSki 30

獲得しており、チーズ事業では のチーズよりも大衆的なブランドをもっている。もともとニNF

ュージーランドのフォンテラや多国籍乳業のダノン社とともに、 の株式の ％を保有する大NF 9

株主で、過去にも合併論議が出ていた（ 「豪州」 、 年 月 。今回の買収Alic/Weekly No.537 2002 7 ）

によって、積年の乳業再編の議論に終止符が打たれたことになる。

は農協工場事業を維持するために、割安な乳価での生乳販売を強いられてきたという。ACF

外部からの資金調達が難しい協同組合系企業では、充分な投資活動ができず、効率的な乳業経営

を実現するうえで組織のあり方が足かせになっていた。そこで乳業会社を酪農生産の協同組合か
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ら切り離して、株式会社としての上場、あるいは他社への売却が長らく検討されてきた。

結局、後者での再建が図られることになり、公開入札による買収となった。キリン はワーHD

ナンブール・チーズ・アンド・バター（ ）社とコンソーシアムをWarrnambool Cheese and Butter

つくって、カナダの大手乳業メーカーであるサプート（ )や多国籍乳業パルマラット社とSaputo

ビクトリア州のマレー・ゴールバンのコンソーシアムと競り合って、 と買収契約の締結に基DF

ACF 8 8,400 840 NF本合意した の乳業事業 いわゆる農協乳業事業を 億 万豪ドル 約 億円 で。 、 （ ）

が買収することになったのである。買収契約の成立は の組合員の ％以上の合意を得るこACF 75

とが条件とされていたが 最終的には 年 月 日に 組合員の ％の合意が得られた(註、 、2008 11 13 96

。26）

DF NF HD 63 55を買収することによって つまりキリン の市場シェアは牛乳 ％ ヨーグルト、 、 、

％などとなった。オーストラリアの上位２社の市乳メーカー統合によって、地域によっては独占

的な市場シェアを獲得することになった。そこで他社にブランド・ライセンスを貸与したり、売

The Australian却する措置をとるという条件を付して、オーストラリア自由競争・消費者委員会（

）からの統合認可を得ている。たとえば、 のチーズ部門Competition and Consumer Commission DF

はワーナンブールチーズ＆バター社との合弁企業、 （ )に引き継Australian Cheese Company ACC

がれることになった（註 。27）

こうして は文字どおりオーストラリア最大の市乳メーカーとなった。従来の集乳量を単純NF

に足し合わせると 万トンとなり、日本で最大の乳業メーカーである明治乳業の集乳量 万170 138

トン（ 年）を上回る。図 は 、つまりキリン が保有している乳業工場の分布を示2007 16 NF HD

している。全国で の乳業工場と などの４つの合弁企業の乳業工場が、酪農主産地であ24 ACC

、 、 。るビクトリア州 タスマニア州 ニューサウスウェールズ州を中心に立地していることがわかる

それらのいくつかは果汁、豆乳の工場であるが、大半の工場では牛乳、クリーム、チーズなどが

生産されている。さらにクイーンズランド州、南オーストラリア州、西オーストラリア州にもあ

わせて８工場(合弁企業の工場を含めると９工場 、オーストラリア以外にも４工場（インドネシ）

ア２工場、マレーシア１工場、ニュージーランド１工場）が稼働している。これらの広域的な工

場ネットワークの合理的な活用によって、飛躍的な事業の拡大が可能であると見込まれている。
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図図図図 オーストラリアオーストラリアオーストラリアオーストラリアにおけるにおけるにおけるにおけるナショナルフーズナショナルフーズナショナルフーズナショナルフーズ社社社社のののの乳業工場分布乳業工場分布乳業工場分布乳業工場分布16

エ．オーストラリアの牛乳市場の事業戦略

と の統合によって、 年の営業利益(見込み）１億豪ドルを３年後には ～ 億豪NF DF 2009 3 3.5

ドルに引き上げられることが期待されている。 および の自律的な成長にもとづく営業利NF DF

益がそれぞれ約１億豪ドル、 千万豪ドル増加し、さらに統合のシナジー効果などによって追加5

的に 千万豪ドルの利益が生じると見込まれている（註 。両者を厳密に分けて議論すること7 28）

は難しいが、両企業の統合やキリン の事業とのシナジー効果の発現が重視されているといえHD

よう。企業の管理費など間接経費の削減が図られることはいうまでもない。主要なシナジー効果

として、①原料乳・乳製品調達、製品販売における交渉力強化、②生乳需給調整機能の強化、③

商品開発の充実と品揃えの拡充、④製造設備の統廃合・チルド物流ネットワークが想定されてい

る。

①原料乳・乳製品調達、製品販売における交渉力強化

乳業メーカーの事業規模拡大によって、原料乳の調達や製品の販売における取引交渉力に影響

を及ぼすことが期待されている（註 。生産者乳価は最大手の乳製品製造メーカーであるマレ29）

ーゴールバンの価格設定に左右されるが、市乳メーカーも集乳量を増やすことで取引乳価水準に

影響力を行使することが可能となろう。買収時の取り決めで生乳取引条件が一定期間固定される

が、牛乳・ヨーグルトなどの市場できわめて高いシェアを獲得したキリン にとって、生乳取HD

引をどのように進めていくかが重要な課題となろう。

また乳飲料などの原料として使用される粉乳などの乳製品の調達も、同様に企業統合のメリッ

トとして位置づけられる。東南アジアなどですでに事業を広く展開しているキリンビバレッジと
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ともに、乳製品を共同調達することで、大量取引による取引条件の改善も期待される。

取引交渉力の強化という点では、むしろ小売業者との対抗力に期待が掛けられるといえよう。

オーストラリアの小売業はウールワース( ) とコールズ( )の つの量販店Woolworths Coles Myer 2

チェーンが独占的なシェアを占めている（註 。普通牛乳に占める量販店の 牛乳比率は高30 PB）

く、牛乳の重要な販路となっている。すでにみてきたように、 牛乳の小売価格引き上げはメPB

ーカーブランド牛乳よりも遅れがちであるうえに、引き上げ幅も抑えられている。 牛乳の取PB

引条件の改善は、乳業にとって喫緊の課題である。

むろん取引交渉における対抗力が乳業の事業規模拡大だけで担保されるわけではない。メーカ

ーブランド牛乳のブランド力や他の牛乳・乳製品の品揃え、量販店以外の販路での販売量なども

重要な要素だからである。キリン は牛乳、ヨーグルトなどの市場での圧倒的なシェア、有力HD

な牛乳・乳製品ブランド、各地に立地した工場による全国的な供給力といった優位性を背景にし

て、巨大な量販店チェーンと取引交渉に臨むことになろう。

② 生乳需給調整機能の強化

NF DF 8 19 NF 15の集乳シェアは 買収で ％ほどから約 ％へと高まった。もとより は、前掲図

にも示されるように、全国各地に牛乳工場をもつ乳業メーカーであった。それでも を買収すDF

ることによって、乳業工場の全国的なネットワークはさらに厚みを増すことになった。酪農生産

、 、 、者からの集乳 工場での多様な牛乳・乳製品製造 保管・配送といったミルクチェーンのなかで

生乳生産や牛乳・乳製品消費の変化に対応した需給調整機能も強化されよう。

たとえば、干ばつや洪水などの自然災害によって、特定地域の酪農生産が減少しても、全国的

な集乳体制のなかでその減少分をカバーすることができるからである。集乳量の増大は、生乳の

安定的な調達を支えるバッファーを強化することにもなっている。また牛乳、ヨーグルト、チー

ズ、練乳などの多様な製造ラインをもつ各地の工場間の機能を組み合わせることで、弾力的な生

乳需給調整も可能になるといえよう。工場間の配乳調整によって、消費の変化に機動的に対応し

た牛乳・乳製品生産がより可能になる。とくに乳製品部門の比重が相対的に大きな を買収しDF

たことで、 の生乳需給調整機能は格段に高まるにちがいない。NF

それは乳を原料とする新製品の開発を支える基盤にもなる。新製品の投入による乳原料需要に

変化が生じても、相当程度は社内の配乳調整などで対処しうるからである。 買収の重要なシDF

ナジー効果であるといえよう。

③ 商品開発の充実と品揃えの拡充

「総合飲料」の内容はまだ詳らかにされていないが、たとえば、乳を活用した機能性飲料が想

定されよう。アレルギーフリーの乳酸菌飲料など、乳がもつ健康維持機能に新しい機能が付加さ

れた飲料への期待は高い。もとよりオーストラリアの牛乳市場は、牛乳商品の多様化が日本より

も進んでいる。オメガ３脂肪酸（ 、 、α リノレン酸）をはじめとして、さまざまな栄DHA EPA -

養素・微量成分などを配合した機能強化牛乳、フレーバー牛乳などが店舗の商品陳列棚を賑わせ

ている。こうしたオーストラリアの牛乳市場の特徴をふまえて、商品ポートフォリオに紅茶や機

能性飲料などを加え、付加価値の高い商品を豊富に揃えていくことで、総合飲料メーカーへの転

換が進められるのであろう。

非乳業のキリン が蓄積してきたビール部門での醸造技術を基礎とする発酵技術、さらに遺HD
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伝子組み換えや医薬に関する技術開発が、乳原料に応用される余地は大きいと考えられている。

ESLたとえば キリンビバレッジの飲料事業との連携強化である アセプティック充填施設による、 。

飲料製造、インラインブロウ方式によるペットボトル飲料生産設備といった先端的な設備をもつ

キリンビバレッジ社の工場を活用して、常温で ヶ月以上保存できる乳飲料が開発されれば、東1

南アジアでの乳飲料需要を拡大しうるという指摘もなされている（ 年 月 日付「日本経2008 8 26

済新聞」朝刊、 年 月 日付「東洋経済企業ウォッチ」参照 。2008 9 11 ）

栄養食品として世界各地で製造・販売されているヤクルトに匹敵する乳飲料の開発が、キリン

の乳をめぐる国際事業戦略の当面の目標であるといってよいであろう。HD

④ 製造設備の統廃合・チルド物流ネットワーク

の牛乳、ヨーグルトなどの多くは、工場と量販店間のチルド物流ネットワークのもとで流NF

通している。全国各地の店舗に安定的に 牛乳を量販店に配送し、メーカーブランド牛乳の販PB

路として重視される食料品店の拡充していくうえで、物流システムの整備は重要なポイントにな

っている。また合理的なチルド物流ネットワークの整備を基礎にして、生乳の需給調整機能の強

化や新しい機能性乳飲料などの投入、商品構成（ポートフォリオ）の弾力的な編成も可能になる

といえよう（註 。 買収を契機にして進められる製造設備の統廃合、物流の合理化・再編31 NF）

のあり方が注目されている。

東南アジアでの乳ビジネスの展開にも物流システムの構築は避けられない。むろんオーストラ

リア国内と同様のチルド物流ネットワークを構築するのは容易ではない。それでも やキリンNF

ビバレッジがすでにつくりあげてきた東南アジアでの物流システムと連携することで、オースト

ラリア国内の物流システムを広くオセアニア・アジア地域に拡充しうる可能性は高いといえよ

う。総合飲料メーカーとしてアジア地域で本格的な乳ビジネスを展開するうえで、オーストラリ

アでの牛乳・乳製品の物流ノウハウの蓄積は必要不可欠であるにちがいない。

オ．アジア市場での乳ビジネスの展望

オーストラリアを拠点として、アジア市場での総合飲料メーカーへと展開していく具体的な道

筋を、いまの段階で想定することは難しい。それでも と を統合させたことで、牛乳、ヨNF DF

ーグルト、乳飲料などを中心とした乳業メーカーのアジア市場への展開は大きく前進したといえ

よう。

牛乳などの飲料をアジア各国に輸出することは、輸送コストや品質管理などの制約があり、簡

単ではない。それでも は多様な乳製品を輸出する選択肢を確保している。前掲図 に示さNF 16

れるように、 は牛乳工場だけでなく、チーズ、クリーム、練乳を製造する工場をいくつも保NF

有することになった。脱脂粉乳、バター、ハードタイプのチーズと異なって、生産における規模

の経済性がそれほど働かないソフトタイプのチーズや練乳の場合、大規模な製造施設は必要とさ

れない。それだけ機動的な操業も可能になり、さきにみた生乳の需給調整機能も担っているとい

えよう。市乳メーカーも生乳生産や牛乳消費の変動に対応して、一定期間貯蔵できるチーズや練

乳などの乳製品製造部門をもつ必要があるからである（註 。32）

全脂粉乳や脱脂粉乳よりも練乳を原料として使用すると、乳飲料などの風味がよくなるといわ

れる。今後、オーストラリアで生産された練乳や練乳タイプの乳調製品を利用して、おいしさと



- 34 -

機能性が強化された新しい乳飲料が開発され、オセアニア・アジア地域で大きな需要が創り出さ

れる可能性もあろう。練乳は脱脂粉乳・バターのように国際的に取引される乳製品ではないが、

オーストラリアからの輸送コストはそれほど割高ではないので、キリン のアジア乳飲料市場HD

への本格的参入の鍵を握る乳製品と考えられている。練乳・練乳調製品などの液状乳製品の市場

動向が注目される（註 。33）

こうして からの練乳・練乳調製品などの調達、あるいはキリンビバレッジとの粉乳の共同NF

仕入れによって、アジアでの新乳飲料の開発・製造がめざされることになろう。その延長線上に

は、オーストラリアの乳原料を活用したアジア地域の飲料工場ネットワークの構築が想定されて

いる。

５．日本の酪農・乳業への影響

オーストラリア国内で牛乳・乳飲料の消費がさらに増大し、また乳飲料や練乳などのアジア地

域への輸出が軌道に乗ると、日本の酪農・乳業にも大きな影響がおよぶことになろう。一つは、

日本のチーズ輸入への影響である。いま一つは、日本の乳業にいっそうの国際化を迫る契機とな

ることである。

（１）チーズ輸入

、 。飲用向けと液状乳製品向けの生乳処理量が増えれば 当然ながら乳製品向けの生乳は減少する

オーストラリアの生乳生産量が拡大しなければ、乳製品の生産は縮小していく。国内の乳製品需

要を安定的に満たそうとすれば、乳製品輸出を削減しなければならないことになる。すでにみて

きたように、干ばつの影響によって生乳生産が減少した時期には、脱脂粉乳やバターの輸出量が

減少している。チーズの輸出量を維持するためにチーズ生産が優先され、そのしわ寄せがバター

・脱脂粉乳の生産削減をもたらしたといえよう。今後、さらに乳製品向けの生乳処理量が減少す

れば、チーズ生産、輸出の安定性も揺らぎかねない。チーズ貿易は特に「薄い」市場のなかで行

われており、チーズの国際価格が高騰する局面も想定される。

むろん生乳需給が逼迫すれば、生乳価格が上昇して生乳生産も拡大していく可能性はある。

ABARE 2011/12 1,004 2013/14 1,057は酪農生産は 年度に 万トンと千万トンの大台を回復し には、

万トンへと右肩上がりで推移すると予測している。チーズの生産も 万トンに近づき、その輸40

出量も 万トンへと増加すると見込む（註 。22 34）

一方で、気温の上昇、降雨量の減少などの気候変動への対応策を採らなければ、酪農生産の減

退は避けられず、生乳生産量は 年には現状よりも ％、 年には ％ほど減少すると2030 10 2050 18

いう予測も示されている（註 。こうした予測値を評価するためには、算出基礎となっている35）

データや仮定・条件などについての詳しい吟味が必要であるが、ここでは予測期間の取り方によ

ってオーストラリアの酪農生産の展望は大きく異なっていることを確認するにとどめる。

むしろ将来のオーストラリアの酪農生産に関して、次の２つの論点があることを紹介しておこ

う。

一つは、長期的なトレンドにもとづくオーストラリア酪農の縮小傾向である。オーストラリア

の乳製品輸出量が減少する一方で、アメリカの生乳生産は 年の 万トンから 年の2002 7,714 2007
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万トンへと着実に増えている。牛乳消費が停滞していることもあって、アメリカの乳製品8,545

の輸出余力は今後とも大きくなっていく可能性がある。日本はこれまでオーストラリアの乳業メ

ーカーと製品仕様や品質管理などに関して情報交換を密に行って、安定的な乳製品輸入を確保し

てきた。それだけにオーストラリアの乳製品輸出力の見通しは、重要な関心事となっている。

二つは、オーストラリアの生乳生産コストの水準が上昇していることである。 年代半ば1990

に 頭ほどであった乳量は、 年度には 頭となっている。１頭あたりの乳4,500kg/ 2007/08 5,231kg/

量を増やすために濃厚飼料の給与量が増えており、生産コストは漸増傾向にある。従来のオース

トラリア酪農は 「牛舎が無く、唯一の施設といえばブロックを積んだだけの非常に簡素な作り、

の搾乳室だけで、機械類についても高価なトラクタなども所有しないで放牧による飼養をします

から、非常に安いコストで生乳生産がなされている」とされてきた（註 。しかし、今日では36）

こうした特質は徐々に失われつつある。アルゼンチンやポーランドといった酪農新興国が乳製品

貿易のプレーヤーとして登場するようになり、オーストラリア酪農の国際競争力にも翳りが現れ

てきている。むろんオーストラリアの乳製品の国際競争力は為替レートの変動によって大きく左

右される。それでも乳製品の酪農生産の安定性や持続性の欠如だけでなく、低い乳価による優位

性にも注意信号が点滅する可能性があることに注意を払う必要がある（註 。37）

（２）乳業の国際化

オーストラリアを拠点とするキリン の乳業ビジネスが、総合飲料事業構想に導かれながらHD

どのように展開していくのかを見通すのは、まだ時期尚早であるといえよう。さらにその事業展

開が日本の乳業におよぼす影響を取りざたするのは、無用な想定であると一笑に付す人も少なく

ない。日本の乳製品市場は基本的にはカレントアクセス枠での国家貿易で、海外市場と遮断され

ており、キリン の乳業ビジネスは日本の企業の海外事業でしかないというのである。HD

しかし、キリン がオーストラリアの乳業への参入から切り開こうとしているアジア・オセHD

アニア市場に立脚した乳業ビジョンは、日本の乳業のあり方に少なからず影響を与えるように思

われる。

一つには、アジアの乳業メーカーとしての事業展開は、細部の差異はあるものの、日本の大手

乳業メーカーがすでに何らかの形で構想してきたビジョンだからである。大手乳業メーカーは以

前からアジア各地での牛乳や乳製品の製造・販売を手がけてきた。日本の乳業メーカーの優位性

ともいえるプロセスチーズなどに示される独自の製品開発力、高いレベルでの衛生管理・製品管

理技術などによって、海外事業は着実に拡大し定着してきた。

アジアでの乳業拠点を徐々に広げてきた大手乳業メーカーの事業ビジョンを、キリン はオHD

ーストラリアの乳業メーカー買収によって一挙に実現しようとしているといえよう。この挑戦的

な試みに対抗するためには、日本の大手乳業メーカーはこれまでの海外事業の戦略を練り直し、

アジア地域での乳業ビジネスの展開を加速する必要に迫られるかもしれない。今後、牛乳・乳製

品需要がますます拡大していくことが期待されるアジア市場に、日本の乳業がどのように積極的

に関わっていくことになるのか。キリン に後押しされるように、日本の乳業メーカーは事業HD

の国際化の方向性を再検討することになろう。

、 。二つには キリン が多国籍乳業メーカーとして日本市場に参入する可能性への対応であるHD
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オーストラリアで開発された乳飲料などの新製品需要がアジア地域で増えていけば、日本での現

地生産あるいは日本への輸出が検討されることになろう。日本の牛乳・乳製品市場はアジア市場

の一部として位置づけられ、そのなかで原料乳の供給地域や加工・処理の拠点が選択される。オ

セアニアやアジアでの乳原料調達、乳飲料などのブランド力、チルド物流ネットワーク、そして

当然ながら為替レートや海上輸送費の動向も勘案されて判断されよう。

日本での製造・販売拠点が、キリン 傘下の小岩井乳業になるのか、あるいは新たな乳業メHD

ーカーになるのかなどを、現段階で詮索してもほとんど意味はない。むしろ、多国籍乳業として

海外の事業拠点を確保し、しかも日本で原料乳を調達している乳業メーカーが、日本で本格的に

乳業ビジネスを展開することのインパクトを考える必要がある。たとえば、酪農生産者団体・乳

業メーカー・政府が所与としてきた国内の牛乳・乳製品の市場規模を維持し、安定供給を確保す

るための組織的な対応や協調行動の妥当性が再検討されるかもしれない。乳原料や製造拠点を海

外に置いて事業戦略を多国籍乳業と、それらを基本的に国内に置く乳業とでは、生乳や乳製品の

需給調整の手法などについて判断が対立しうるからである。この点について、いま少しふれてお

こう。

クリームパウダーを製造販売していた多国籍乳業のネスレが撤退してから、日本で事業を行う

外国資本の乳業メーカーはますます限られることとなった（註 （註 。加工原料乳に対す38 39） ）

る不足払い制度のもとで、完全ではないにしても海外から遮断されてきた国内の牛乳・乳製品市

場で、乳業にとっての関心事は、乳業メーカー間での競争や酪農生産者団体との交渉ばかりでな

く、相互の協調にもとづく組織的な対応の構築に向かっていった。国内の生乳生産や牛乳・乳製

品需要の変動によって生じる需給のずれは、数量調整に委ねられ、市場価格による調整は避けら

れるようになる。需給状況が短期的に変わるようになっても市場の価格変動をできるだけ抑え、

生乳の安定調達・製品の安定供給を優先するという共通の認識が定着することになった。その結

果、余乳や過剰乳製品在庫といった需給の短期的あるいは中期的な齟齬を、乳業や酪農生産者団

体の組織的な対応で処理する手法の開発が進められていった（註 。40）

むろん、このような価格と供給の安定性を重視する姿勢は一概に否定されるものではない。そ

れは国内での生乳需給調整システムがより精緻で、組織的になってきたことを意味している。し

かし一方で、基本的には価格による需給調整が尊重される海外の乳業とは異質であり、さらに海

外にも乳原料調達拠点をもち、日本国内の乳原料をつねに相対的に位置づけることができる多国

籍乳業メーカーにとって、日本の乳業の協調的・組織的な市場姿勢に合わせることは難しいとい

えよう。

したがって、キリン の日本の牛乳・乳製品市場への本格的な参入の可能性は、乳業、そしHD

て政府や酪農生産者団体が築いてきた仲間内の協調を重視する規範が見直されていく契機になる

かもしれない。今後の加工原料乳不足払い制度の見直し、 ドーハラウンド農業交渉の合意WTO

結果などによって具体的な影響度は変わりうるが、乳製品市場の国境調整措置がいっそう緩和さ

れていくにちがいないからである。オーストラリアで乳原料を確保しているキリン が、アジHD

ア市場での本格的な乳ビジネスを展開することで、日本の乳業はこれまでの協調的な数量調整を

軸にした需給調整対策は維持しえなくなるかもしれない。乳業は牛乳・乳製品市場のリスクを協

調的に負担するのではなく、積極的に市場の価格変動リスクをとっていくことも求められるよう



- 37 -

になるだろう。日本の酪農・乳業は国内の多国籍乳業との市場競争を通じて、乳製品の国際市場

だけでなく、アジアの牛乳・乳飲料市場の展開をいっそう意識せざるを得なくなる。明治乳業と

明治製菓の経営統合による（株）明治ホールディングスの設立も、こうした市場環境の変化をふ

まえたものといえよう。今後、日本の乳業メーカー、さらに酪農生産者、政府のいずれもが、よ

り直接的な国際化への対応を迫られるにちがいない。

６．おわりに

日本にとってオーストラリアはチーズを中心とする乳製品の最大の輸入国である。それゆえオ

ーストラリアの乳製品生産の動向には、ことのほか高い関心が払われてきた。多くの現地調査研

究が行われ、また や の報告書なども定期的に紹介され、それらのデータABARE Dairy Australia

ABARE Dairyにもとづくレポートも数多くまとめられている。本稿の内容も、主な情報源が や

のレポートであることから、それらと重複するところも多い。そうした限界をふまえたAustralia

うえで、次の２つの点にスポットライトを当ててきた。

一つは、酪農生産の方向性である。干ばつなどの自然災害に数年に一度は見舞われるオースト

ラリアの酪農生産は、生産性の向上、安定的な生産をめざして、徐々に濃厚飼料の利用を増やす

方向に変化してきている。粗放的な放牧酪農によって、世界で最も生産コストの低い酪農生産を

実現してきたオーストラリアの優位性は揺らぎつつある。

干ばつが与えた酪農経営のダメージが甚大であればあるほど、それを克服していくための飼養

頭数規模の拡大、１頭あたり乳量の増大、収益の安定性確保がもとめられ、濃厚飼料や購入粗飼

料の活用に拍車がかかってきているといえよう。 年の酪農政策改革によって酪農経営のセ2000

ーフティネットが失われ、経営者自らが自然災害による減収リスクに対処しなければならなくな

った点も見逃せない。

オーストラリアの乳業も、生乳生産コストの高まりに対応して、付加価値の高く価格変動も比

較的少ない牛乳・乳製品の製造にシフトしてきている。脱脂粉乳やバターからチーズ主体の乳業

へと転換しつつある。

このようなオーストラリアの乳製品輸出力の変化は、並木( )がすでに指摘している。本稿2007

では 年度および 年度の干ばつの影響を含めて、最近の統計データや報告にもと2006/07 2007/08

づいて改めて検証した。

二つは、オーストラリアの牛乳生産、消費の変化とそれがもたらす影響である。近年、注目を

集めている牛乳などの着実な消費拡大、さらに 、 とオーストラリアの二大市乳メーカーNF DF

を買収したキリン の総合飲料事業戦略の背景や特徴をみることで、牛乳やヨーグルトなどをHD

中心に製造している市乳メーカーの変容を辿ろうとした。詳細な検討はなしえなかったものの、

オーストラリアの乳製品輸出動向を検討する場合、市乳メーカーの事業展開を看過することがで

きなくなっている。飲用向け生乳需要の拡大は、直接的には乳製品輸出の縮小をもたらす可能性

がある。またオーストラリアを拠点としてアジア地域での新たな乳飲料需要が拡大すれば、キリ

ン の日本市場への参入可能性も高まる。これからのキリン の事業展開は、オセアニア・HD HD

アジア地域の牛乳・乳製品市場という枠組みで日本の乳業や酪農生産のあり方を具体的に議論し

ていくための重要な契機になると考えられる。
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